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社会関連報告とアカウンタビリティ
一社会的アカウンタビリティの検討一
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1．はじめに
　会計は独自の体系を有し，また一つのシステムとして現代社会に組み込ま
れ，社会において重要な役割を果たすことを期待されている。“組み込まれ
方”の一つとしての外部報告会計（財務会計）は，典型的には処分可能利益
算定を任務としており，客観的，公正かつ検証可能な利益を算定することが
利害調整にとって重要な意味を有している（利害調整のための会計）。より
正確に言えば，中立的立場から純粋会計技術として利益を算定し，その中立
性・公正性のゆえに各利害を調整すると考えられる。そこにおいて会計は社
会的制度として存在するのであるω。
　周知のように，ASOBATは会計の情報提供機能・意思決定への役立ち，
すなわち情報会計論への道を明らかにした。いまなおASOBATは会計学研
（1）わが国の場合，r商法会計」と「証券取引法会計」に税務会計を加えて，法規範によっ
　て規制される会計を一般に制度会計と称している。制度会計に対する理解として，法規
　範に限定する見解を狭義説，さらに広く社会規範・慣習規範をも含む見解を広義説と
　する説がある。わが国に特有のr制度会計」概念が生成した背景として，昭和40年代以
　降，会計慣行である企業会計原則が強制法規である商法寄りに一連に改訂され，それに
　ともなって「制度会計」概念が形成されてきた事実，さらに情報提供機能・意思決定へ
　の役立ちという立場から会計を再構築しょうとする「情報会計」との対比においての
　　「制度会計」の主張が指摘されている。森川八洲男r制度会計の理論』森山書店，昭和
　61年，1～12頁。
一489一
866
究に大きな影響を与えているが，情報提供機能に着目したASOBATにした
がえば，会計は意思決定への有用性を目的とする，識別一三定一伝達のプロ
セスであると定義されている（情報提供のための会計）②。
　外部利害関係者への伝達プロセスは，広義にはディスクロージャー（dis－
clQsure）と総称できる（3＞。識別・測定された経済的情報は損益計算書・貸借
対照表に代表される財務諸表に集約され，外部利害関係者に対して伝達され
ねばならない。すなわち会計公開・開示であり，経営者は当該期間の業績に
ついて代表的には株主に対して報告・弁明するのである。このような識別一
測定一伝達のプロセスが法律・会計基準・慣習などの形で社会的に規制さ
れ，権威づけられているのである。
　主として会計の持つ技術としての側面の研究を計算技術論・計算構造論と
すれば，会計の社会的制度としての側面の研究を会計制度論・会計社会構造
論ということができよう。最近では社会における会計の役割，組織における
会計の役割の研究へと関心の移行もみられる（4）。会計の進展は，歴史的にみ
れば，新しい経済事象の発生にともない，それを会計的にどのように対処す
るか，すなわち既存の枠ではとらえきれなかった領域への対応，その取り込
みという形で環境適応的に展開してきたといえる。企業活動の国際化・多国
（2）AAA，　A　Statement　of　Basic／Accounting　Theory，1966，　p．1．（飯野利夫監訳『基礎
　的会計理論』森山書店，昭和44年，2頁）
（3）会計の識別・測定・伝達の一連のプmセスのうち，伝達行為を意味する用語として，
　単に情報を伝える行為を表わす場合……“report／reporting”，情報会計に特徴的な相
　互作用・対方向を表わす場合……“communicate”（ASOBATにおける伝達），とくに
　外部に対する伝達（開示）を表わす場合・…・・“disclosure／publicity”　（企業秘密に対立
　する概念として位置づけられ，公開性問題と密接な関係にある）など意図する内容に差
　異が存在し，その理論的基礎のひとつとしてアカウンタビリティ概念が存在している。
（4）Hopwoodは会計の技術としての側面の持つ純粋中立性に疑問を呈し，次のように述
　べている。「会計はそれが作用している組織的・社会的コンテクストとは独立して存在
　するものではないと認識され始めている。」Hopwood，　A．，“Accounting　and　the
　Pursuit　of　Social　lnterests”　，　in：　Chua，　W．　F．／Lowe，　T．／Puxty，　T，　（ed．），　Critical
　PersPective　in　Management　Control，　1989，　p，　141，
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籍化にともなう国際会計，証券化・金融化にともなうオフ・バランス，企業
の社会的影響力の増大にともなう企業社会関連会計などがあげられよう。会
計の歴史的展開は，基本的にはある経済事象に関して，より正確に，より詳
細に，より真実に，より客観的にという一方向に収敏されるように思われ
る。それは会計が根底においては技術としての側面を有するがゆえの宿命で
あると考えられるが，会計を社会・人間とのかかわりで検討した場合，そこ
に新たな：方向性が開ける可能性がある。
　企業環境の変化・企業の社会的影響力の増大とその認識・企業活動の国際
化等により，1960年代後半から企業の社会的側面に関する情報を開示するこ
とが主張され，また実際に開示情報の一つとして位置づけられてきている。
しかしながら，社会関連情報の開示（社会関連報告）に関してその理論的基
礎が確立しているとはいえない。本稿では会計の新たなる方向性を意識しつ
つ，社会関連報告の基礎の一つとして主張されている社会的アカウンタビリ
テa（social　accountability）概念について検討することを目的とする。社会
関連報告の視点をより明確にするために，次節においてはまず現在の制度会
計の制度としての意義について検討し，つづく第3節において社会的アカウ
ンタビリティ概念を検討する。さらに社会関連会計研究の持つ問題点を指摘
し，今後の研究の方向性について論じたい（5＞。
（5）　「社会関連会計」の名称・学説・開示実態については以下の文献を参照のこと。山上
　達人r社会関連会計の展開』森山書店，昭和61年，ならびに山上達人編r会計情報と
　ディスクロージャー』白桃書房，平成元年。本稿では伝達プロセスを重視するため，以
　下では，「社会関連報告」を用いることとする。
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II．社会的制度としての会計の意義
　（1）会計責任（アカウンタビリティ）
　発生史的にみれば，元来，企業内部における記録・管理手法であった会計
技術がディスクロージャー制度として現代社会において重要な役割を担い，
社会的制度として成立するに至る根拠はどこに求められるであろうか。これ
は社会関連会計の議論，さらにその根拠の一つとしてあげられる社会的アカ
ウンタビリティの根底となるべきものであり，まずその検討から始めること
にする。
　まず第一に，今日の会計制度の理解として考えられるのが「会計責任（ア
カウンタビリティ）」である。会計が今日のように社会制度の中に組み込ま
れるのは，株式会社制度が発達した事実に大きくかかわっている。幅広く資
金を集める目的に適した形態である株式会社制度が社会的に認知され，さら
に所有と経営が分離するに至れば，企業と企業に出資する人々との間での直
接的な人的関係が希薄になる。したがって，自らの資金を委託する財産委託
者（株主・銀行）に対してその管理・運用を委託された財産管理者（企業・
経営者）は受託責任（stewardship）を負い，当該期間の業績（委託財産の管
理・運用業績）を会計的に説明・弁明する（account　for）必要が生じるので
あり，さらに委託者はそれにより管理者の業績を評価・判断する。そこに資
金提供⇔会計責任の関係が成立するのである。Birdによれば，会計責任にも
とづき，財産管理者（steward）は2つの義務を負うとされる。ひとつは委託
財産を扱った結果の計算書を提出することであり，いまひとつはその計算書
は会計責任の対象となる人自身かあるいはその代理人に監査を受けなければ
ならないことである⑥。
（6）Bird，　P．，／1ごcountabilめぺStandards　in　Financial　Rθρoプting，　Haymarket，1973，
　p．　2，
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　伝統的アカウンタビリティ概念において，資金提供の事実，すなわち当該
企業に対する持分（equity）の保持が会計責任の前提となり，アカウンタビ
リティ遂行の対象は直接的には持分所有者に限定されることになる。した
がって，持分関係のない利害関係者，たとえば従業員や地域住民に対して持
分所有者と同じレベルでのアカウンタビリティを正当化する理論的根拠は持
たないであろう。しかしながら多様な利害関係者の存在を前提とする現代企
業を考察するに際して，このような限定が適当であるか否かは議論の分かれ
るところである。そこにアカウンタビリティ概念の拡張の可能性と同じく必
要性が内包されていると考えられるのであり，社会的アカウンタビリティを
検討する意義が存在する。
　また，財産管理者としての企業（経営者）は資金提供者である持分所有者
に対して管理・運用業績を報告する義務を負うが，その対方向に持分所有者
は管理・運用業績の報告を受ける権利を有していることを見落としてはなら
ない。権利と義務の関係においてアカウンタビリティを理解することは，社
会関連報告の理論的根拠を考察する上で大きな手がかりとなるものである。
　以上のようなアカウンタビリティにもとつく制度会計観から導かれる会計
情報の性質として，まずその測定値に一定の硬度（hardness）が必要であろ
う（7）。その意味で取得原価は制度として耐えうる硬度を備えていると考えら
れ，機会原価は硬度の点では軟らかく，個別的な意思決定に有用な概念であ
ることが理解される。また客観的であり（客観性），利害調整のために偏向す
ることなく（不偏性），会計的に真実であり（真実性），かつ誰の手によって
も等しい結果となる（検証可能性）ことが求められることになる⑧。
　第二の考え方は，ディスクロージャー制度を利害関係者に対して意思決定
に有用な情報を提供し，また良好なコミュニケーションを確保する機能から
説明する立場である。そこで重要であるのは，誰が・どのような情報を必要
（7）井尻雄士『会計測定の理論』東洋経済新報社，昭和51年，56頁。
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としているかであり，この立場は情報利用者に焦点を合わせていることから
「利用者志向会計」といわれている。情報提供機能そのものは会計が本来持
ち合わせている機能であるが，このアプローチの特徴はコンピュータの発達
や情報理論の影響から情報の価値に着目する点であり，効率的市場仮説にも
とづき会計情報と株価との関係などを実証的に研究する方向へと発展してい
るのである。たとえぼASOBATにおいては，画一的な取得原価主義ではな
く多元的評価・時価情報を組み入れることが主張され，情報としての意義が
強調されている。またセグメント情報・利益予測情報など近年のディスク
ロージャーの拡大傾向は，利用者志向会計の性格を強く押し出したものであ
ると考えられる。
　アカウンタビリティにもとつく会計観から導かれる会計情報の性質が硬
度・客観性を重視したものであるのに対し，利用者志向会計観から導かれる
会計情報の性質は，目的に適合した情報であり（目的適合性・有用性），また
意思決定にタイムリーであること（適時性）が求められる。
　以上の2見解に加えて，計算原則を包含し，公開を強制することによる社
会的統制あるいは監視効果があること（あるいはそのような効果を期待する
（8）ASOBAT以降，会計情報基準・情報の質的特徴に関する研究が進展している。たと
　えば郡司健r会計情報基準の一展開方向」『大阪学院通信』第20巻第9号，平成元年参
　照。前述のASOBATにおける情報基準は目的適合性・検証可能性・不偏性・数量化可
　能性の4つである。また，会計における客観性・真実性概念については以下の研究が興
　味深い。
　　　「それではいったい，客観的な利益金額とは何を意味するのであろうか。それは，外
　的実体の中にひそんでいる数字で，会計人によって発見されるのを待っているのであ
　ろうか。このように外的実体の観点から客観性を定義しようとすると，いろいろの問題
　や矛盾が生じている。むしろ客観性というものは，当該対象物を知覚する人々の間の意
　見の合致（consensus）として定義したほうが，はるかに実務的であると思われる。（中
　略）主観を通さなければ外的実体の存在を認識しえないという人間の制約から，客観性
　をこういう形でしか定義しえない点を強調したいのである。」（井尻雄士，前掲書，56
　頁）現在の取得原価主義は，実際に生起した事象（取引）の記録という意味で，市場取
　引時において取引間でコンセンサスを得ている。
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こと）が指摘されるであろう（9）。これは第三のアブn一チというよりも，会
計責任の延長上に位置するとも考えられる。株式会社制度の歴史的発展にお
いて，それが社会的制度として法的に認知されるには満たさねばならない制
約条件が発生する。たとえば，イギリスにおいてはいち早く特許主義から準
則主義へと移行し，有限責任制度を確立することにより株式会社設立の条件
が緩和・自由化され，近代株式会社としての組織を固めたのであるが，法律
上の認知との引き換えに貸借対照表の登記と監査が必要とされた（10）。すなわ
ち，株式会社の形態を採用し，自由な企業活動を行なうことを法的に認知す
る代わりに企業の公開性（publicity）が義務づけられたのである。そこでは
法人組織として数々の権利を保持し，強大化する企業活動の影響をなんらか
の形で社会的に監視する目的が期待されているものと考えられる。「太陽は
最も有効な消毒剤である」はこの考えを端的に表わしている。社会的統制の
観点は対持分所有者という限定的な会計責任の遂行ではなく，社会的影響
力・株式会社としての存在それ自体に対する制約，企業の秘密性（closeな
部分）を否定する（dis－close）側面，すなわち公開による民主的システム運
営維持・企業に対する制約の側面に焦点を定めている。社会的統制を行うた
めに，強制力を持つ制度・機関が介入し，当該機関が提出・公示に大きくか
かわっている事実が指摘できるであろう。ディスクロージャーの基準も商
法・証券市場監督機関が権威づけている。これらは法律による直接的な規制
（9）社会的統制（social　control）という用語は，言葉の持つイメージとしてここで主張す
　る内容には必ずしもそぐわない。ここでは私的な立場ではなく，社会的な視野から企業
　を規制・監視することを意図している。また，規則・基準・権威等は対象・下位者に
　よって受け入れられる（受容される）ことにより初めて意味を持つのであり，その意味
　では相対的である。制度化に際しても受容させる行為が一般化過程には重要である。規
　則・権威としての成立の合意を得るコンセンサスをバックアップするものが法律（商
　法）やSEC等の監督機関の存在であると考えられる。
（10）大隅健一郎『新版株式会社法変遷論』有斐閣，昭和62年（初版昭和28年），千葉準一
　「会計ディスクロージャ・システムの変遷」（若杉明編著r会計とディスクロージャー』
　〈第5章〉ビジネス教育出版社，昭和57年）85～104頁参照。
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から会計的手段を用いた会計開示による間接的規制ということができよ
う（H）。社会的統制の目的を達成するためには経済的成果のみならず，活動そ
のもの・存在それ自体にかかわるプラス・マイナスの影響の開示を要求する
ことが重要となるが，（12）ここに強制監督機関が存在しなければおそらく企業
は自らに不利な情報は流さず，有利な情報のみを積極的に提供するであろう
ことが予想される。
　制度会計に対する3つの見解を検討した場合，法的に規定されていること
に強調点を置けば「会計責任」概念にもとつく説明が統一的かつ中心であろ
う。しかしながら，より重要であるのは，法律にしろ慣習であるにしろ，企
業活動に対して会計制度として社会的に枠組みを設定することはどのような
意味を持ち（さらに会計を用いた枠を設定するとはいかなる意味を持つか），
どのような効果があるか，さらにその枠をめぐっての開示主体である企業の
行動の変化ならびにそこでの基準の機能・役割（たとえば，会計の逆機能）
を検討することである。これらの点については社会関連報告との関連におい
て若干触れることとする。
皿．社会的アカウンタビリティの検討
　社会関連報告の考察の基礎にあるのは，！970年代にはいり社会関連情報を
開示する企業が顕著に現われ始めた事実である（13）。この傾向をいかに把握す
（11）たとえば，アメリカにおける証券規制法であるBlue　Sky法は直接規制をめざしたも
　のである。間接的規制とは法律によって企業を直接的に規制するのではなく，情報の提
　供・公開性を企業に求めることにより（会計基準の設定は法律あるいは監督当局が行
　う），間接的に企業を規制することを意配している。
（12）制度会計の社会的統制機能に関して，株式会社の存立目的に照らした場合，利益を獲
　得するために設立するという目的を重視すれば経済的成果のみの開示の範囲にとどま
　ることを許可されるであろう。しかしまた，存在それ自体・社会的影響力の増大に根拠
　をおくレベルであるならば，経済的業績のみならず，社会的影響をも開示する必要性が
　見えてくるのである。
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べきであろうか。すなわち，現実に現われている事実をどのように理論的に
説明できるかであり，同時に今後の発展の基礎として情報開示はどうあるべ
きかの考察である。その手がかりとして，社会的アカウンタビリティを取り
あげる。
　まず，社会関連会計が現われた時代のコンテクストとして以下の事が考え
られる。すなわち，1960年代は先進諸国が順調に経済成長を遂げ，世界的に
好況期にあった時代であるのに対し，その後，ドル・ショック，オイル・
ショックを経験し，1970年代中期以降は経済の低成長時代を迎え，インフレ
と失業率の増加など企業を取り巻く経済環境は大きく変化した。さらに企業
活動の諸矛盾，すなわち経済性追求の名のもとに，無意識のうちに犠牲にし
てきた部分（意識的に切り捨ててきたという方が適切かもしれないが）が表
面化するようになった。それにともない，企業に対する考え方（さらには利
益に対する考え方）’にも変化が現われ，少なくとも対外的に利益追求目的の
みを声高に表明できる状況にはなく，経済的利益と社会的利益のバランスが
問われることになる。このようなコンテクストのもとで社会関連会計の議論
が現われたのは決して偶然ではないであろう。重要であるのは，ともすれば
技術的側面のみが強調され，企業の経済的側面の把握に向いていた会計の領
域に企業の社会的側面の関心が導入された事実である。初期の社会関連会計
研究（1960年代後半から70年代前半）が，伝統的会計のフレームワークを援
用したフu一の側面からの社会的ベネフnヅト（social　benefit）と社会的コ
スト（social　cost）の測定，ならびに両者を相殺した社会的余剰（social
surplus）または損失（social　deficit）算定の研究であったが，近年では社会関
（13）たとえば，ドイツにおける社会関連会計の潮流はSteag社の1971／72年度版の社会貸
　借対照表を契機とし，以降Saarbergwerke社・BASF社・Deutsche　Shell社等によっ
　て一連の社会関連情報開示拡大傾向を捉えることができる。拙稿「西ドイツにおける社
　会関連会計の形成と展開　　r従業員関連報告』としての特徴と本質一」r経営研究』
　第35巻第4号，1984年参照。
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連情報のディスクロージャーに関心が高まっている。
　社会関連報告の基礎としての社会的アカウンタビリティ（social
accountability）概念の成立について検討するに際し，ここでは，1975年に公
表され，実務界にはほとんど影響はなかったといわれているが，当時として
も非常に先進的な内容を誇っていたイギリス会計基準検討委員会（現在は
ASC）設置の研究委員会（通称Boothmann委員会）が提出した討議資料で
ある『コーポレート・レポート』（1975年），Gray／Owen／Maundersの共著
であるイギリスにおける企業社会報告に関する体系的著書（1986年目，
Tricker，　R．1．の主張の3見解を取りあげる。『コーポレート・レポート』は企
業の開示する情報の拡張を提案した報告書として高く評価されており，
Gray／Owen／Maundersの著書は新しい視点から社会的アカウンタビリティ
を捉えている。またTrickerはアカウンタビリティ概念を厳格に規定し，
『コーポレート・レポート』を代表する社会的アカウソタビリティ概念に対
しては批判的な立場を表明している。三者を比較検討することにより，社会
的アカウソタビリティ概念明らかにする。
　（1）公的アカウンタビリティ（public　accountability）
　まず，『コーポレート・レポート』の基本的な姿勢は，「われわれの見解に
したがえば，（法律や規則によって要求されているか否かにかかわらず），規
模あるいは法的形態からみて重要であると考えられるいかなる経済実体にも
義務である公に報告する（report　publicly）責任が暗黙のうちに存在す
る」（14）と述べ，この責任を公的アカウンタビリティと名づけている。さらに
「公に報告する責任は法的公表義務とは別のものであり，その範囲よりも広
い。それは社会において経済実体が果たしている保管的役割（custodial
role）から生起している」（15）という考えに立脚している。この保管的役割は，
株主との受託責任関係を基礎とする伝統的アカウンタビリティよりも広く，
株主財産の管理という財務的性格のみならず，人的資産・エネルギー・社会
資本など財務的資産とはいえない財産の管理をも含む広義のものである。
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　また，『コーポレート・レポート』は企業報告書（corporate　reports）の利
用者を，「報告実体に関する情報に対して論理の通った（reasonable）権利を
有する人々」㈹と定義している。「このような権利は公的アカウンタビリティ
から生起する」（1ηという循環論法的な説明を加えているが，結局，この「論
理の通った権利」の根拠は「組織活動が利用者グループの利益を侵害するか
あるいは侵害する可能性があるところに存在する」㈹と説明し，具体的には
（a）投資家グループ（b）債権者グループ（c）従業員グループ（d）アナリストグループ
（・）取引先グルーフ．（f）政府（g）一般大衆（The　public）をあげている。
　（2）プリンシパル一軸ージェント関係
　Gray／Owen／Maundersによれば，社会的責任・社会報告・社会会計・社
会監査などはすべてアカウソタビリティと関連づけられる用語であるとし
て，まずアカウンタビリティの検討から始めている。アカウンタビリティと
は責任の対象である活動の報告書（‘account’ではあるが，必ずしも財務
報告書である必要はない）あるいは計算書を作成する義務・必要性あるいは
責任を意味するとしている（19＞。現実的にはプリンシパルーエージェント関係
を持ち出し，六尺の間に存在する契約関係の中にアカウンタビリティを見い
だそうとしている。すなわちエージェントはプリンシパルのために行動し，
両両間で権利と義務の関係を決定している。この契約は必ずしも成文化され
ている必要はなく，明示的でなくともよい。プリンシパルはエージェントに
対して自分の期待する活動についての指示を与え，なんらかの配慮（典型的
（14）　Accounting　Standards　Steering　Committee，　The　CorPorate　Report　（A　Discussion
　paper　published　for　comment　by　ASSC），1975，　p，15，ここで「重要であると考えられ
　る」重要性の基準は，全上場会社に加えて，①平均従業員数②平均総資本③総売上高の
　3つである。Ibid．，　p．85，
（15）　lbid．　p，　15，
（16）　lbid，，　p，17．
（17）　lbid．，　p．17，　18．
（18）Ibid．，　p，17，同様の主張は以下の文献にも見られる。若杉明「エクイティー＝アカウン
　タビリティ概念の発展について」『会計』第108巻第3号，1975。
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には報酬）ならびに活動を実行するために必要な諸資源に関する権力を与え
るのである（20）。彼らの主張するプリンシパルーエージェント関係とアカウン
タビリティを図示すれば，図1となる。
　フ．リンシパルーエージェントの最もわかりやすい関係は，取締役（経営
者）と株主の関係であり，それは財務的契約とみることができる。しかしな
がら，現代企業には厳密に財務的と規定できる契約は少なく（ここでは明確
な形を取らずに成立すると考えられる関係の中にもある種の契約関係を読み
取っていることは注意を要する），たとえば，地方税納税者と地方公共団体，
納税者と保健衛生当局，従業員と雇用者，地域社会と地方組織の関係はさま
プリンシパル
●活動に関する指示
●報　　酬
●権　　力
行動に関する情報
（アカウンタビリティ）
エージェント
　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　行　野
洲1　プリンシパルーエージェントのアカウンタビリティ契約
［出所］Gray，　R．／Owen，　D．／Maunders，　K，，　Corporαte　Sociα1・Reporting　一αccounting　and
　accountability　一，　Prentice／Hall　lnternational，　1987，　p．　3．
（19）　Gray，　R，／Owen，　D，IMaunders，　K，，　CorPorate　Secial　Reporting－accounting　and
　accountability－Prentice／Hall　lnternational，　1987，　p，2，
（20）　lbid，，　p，2，
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ざまなレベルの非財務的アカウンタビリティを内包しているとし，これを社
会的アカウンタビリティと名づけているのである。上記の場合，プリンシパ
ルは地方税納税者・納税者・従業員・地域社会であるが，彼らはエージェン
トに対し，財務的行動ならびに非財務的行動を遂行する責任を課している。
したがって，財務報告書のみによっては行動の免責は達成されず，企業社会
報告の必要性へと論理が展開するのである。
　（3）Trickerにおける＝】一ポレート・アカウンタビリティ
　Trickerはまず一般的アカウンタビリティ概念の検討から始めている。ア
カウンタビリティとは行動の報告というフィードバック・システムであると
し，アカウンタビリティを要求する権利を有する人と会計責任を保持する
（accountable）義務のある人の両者を内包していると考えている。またアカ
ウンタビリティは自由裁量：的なものではなく，権利と義務の関係であり，関心
（interests）や任意（options）ではない（21）。権利と義務のはっきりした関係
はアカウンタビリティの拡張に対するTrickerの主張の基礎となっている。
　一般的アカウンタビリティ概念から発し，コーポレート・アカウンタビリ
ティを経営者と株主の関係に見いだしている。そして『コーポレート・レ
ポート』にいう公的アカウンタビリティ概念には批判的な立場を表明してい
（21）　Tricker，　R．1．，‘iCorporate　responsibility，　institutional　governance　and　the　roles　of
　accounting　standards”，　in：　Bromwich，　M，＆　Hopwood，　A．　G．　（ed．），　Accounting
　Stαndards　Setting－An　International　Perspective－Pitman，1983，　p．　32．これに対し，
　ディスクP一ジャーは任意の行動を含んでいるとしてアカウンタビリティとは峻別し
　ている。また，アカウンタビリティのコンテクストとして，（a）憲法のコンテクスト
　　（b）財産所有のコンテクスト（c）状況のコンテクストをあげている。伝統的受託責
　任にもとつくアカウンタビリティは財産所有のコンテクストから導かれるが，雇用
　主一従業員関係，債務者一債権者関係，供給者一消費者関係は状況のコンテクストから
　述べられている。また，雇用主は，労働法の範囲内での雇用契約をもとにして採用した
　行動に関して法的に（legitimately）アカウンタビリティを有していると考えている。
　Tricker，　R，　1．，　Corporate　Governance，　Gower，　1984，　pp，　123－4，
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る。すなわち，『コーポレート・レポート』のいうように企業には受託責任に
加えてさまざまな財務的・非財務的関係が成立してはいるが，それが直ちに
株主以外のすべての利害関係者がアカウンタビリティを要求する奪うことの
できない権利を持っていることを意味しない。アカウンタビリティは特定
（specific）の関係を基礎にしているのであって，一般的な（general）関係か
らは遂行されないと主張するのである（22）。さらに現在イギリスで議論を呼ん
でいる従業員へのアカウソタビリティを考察しているが，会社法あるいは労
働法によって強制されていなければアカウンタビリティの責任部分ではない
としている。そして法制化されている例として，ドイツにおける労働担当取
締役やオランダの例をあげている。公的アカウンタビリティへの拡張を否定
する根拠の一つは，各利害関係者を保護する法律が既に存在しており，それ
により立法府によって必要と考えられている程度のアカウンタビリテaは提
供されているというものである（23）。厳格なアカウンタビリティ概念に加え，
利害関係者アプローチ（stakeholder　model）にもとづいて幅広い利害関係者
に情報開示すべきであるという・考え方は，経営老からの自由裁量的応答，す
なわちPRへ導きうると警戒の意を表明している。
　以上，三者のアカウンタビリティ，さらには社会的アカウンタビリティの
見解をみてきた。『コーポレート・レポート』の特徴は，開示責任を法的義務
とは区別している点，企業の果たす株主資本の範囲にとどまらない（広義
の）保管的役割にその根拠を置いている点である。これはアカウンタビリ
ティを法的義務に固執しているTrickerとは対照的である。『コーポレー
ト・レポート』における広義の保管的役割を委託一受託関係の変質，委託者
の存在を前提にした受託財産概念の拡張としてみれば，同様の見解は
Birnbergにみられる（24）。また，ここでは紙幅の都合上詳述しなかったが，社
（22）　lbid，，　p，129．
（23）　lbid，，　p，128，
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会的アカウンタビリティ遂行の手段として具体的に付加価値計算書・雇用報
告書などの報告書を提案している。しかしながら，アカウンタビリティを求
める権利とそれを果たさねばならない義務の関係に関して，利用者の情報を
求める権利の根拠を負の影響を受ける可能性に求めている点は広義の保管的
役割との関係が不明確であり，負の影響の範囲・内容の確定が困難である。
　Gray／Owen／Maundersの主張は，プリンシパルーエージェント関係を基
軸とするものであるが，エージェンシー理論にもとつく説明ではない。エー
ジェンシー理論にもとづけば，エージェントはフ。リンシパルの承認を受ける
ために自ら積極的に監査を受け，情報を提供する動機を持つ。しかしながら
このような理解は権利と義務を基礎とする伝統的アカウンタビリティ，ひい
てはその拡張概念である社会的アカウンタビリティとは逆方向の思考であ
る。
　Trickerはアカウンタビリティとディスクロージャーを厳密に区分し，
ディスクロージャーに経営者の自由意思・PR的要素，情報操作，すなわち
（24）Birnbergによれば受託責任関係は以下の4段階で発展していると考えられている
　　（Birnbergはプリンシパルとエージェントの他に，主としてマスター‘master’と
　サーバント‘servant’を用いている）。
　　1．純粋管理の時代
　　2．伝統的管理の時代
　　3．資産有効利用の時代
　　4．際限なき時代（The　open　ended　period）
　1・2の段階では元金部分の管理・返却に重点があり，高度に構造化され，オペレー
　シ。ナル・コントロールに相当するとみている。3．資産有効利用の時代の段階では
　サーバントに管理資産の交換．・売却の権利を与えており，経営管理におけるマネジメ
　ント・コントロールにたとえている。将来見込み・予想データが有効であるが，構造の
　欠如により，一般的な測定に依存せざるをえない。従来の会計ではこの問題を取り扱え
　ないとしている。さらに4．際限なき時代においては受託者に委託される財務的資源は
　柔軟性に富み，戦略的コントロールとみられている。ここではかなりの異なった責任が
　必要となり，さまざまな報告システムの可能性が論じられている。Birnberg，　J，B．，“The
　Roll　of　Accounting　in　Financial　Disclosure”，　Accounting，　Organizations　and
　Society，　Vol，　5，，　No，　1，　1980．
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作成者志向会計をみている。しかしながら法的義務に固執しているように思
われる。Trickerの見解にしたがえば，法的に拡張が認められた瞬間にディ
スクP一ジャーはアカウンタビリテa　（あるいはアカウンタビリティにもと
つくディスクロージャー）に変質することになる。他の2者の考え方が「企
業は社会的影響力が強くなっている」⇒「アカウンタビリティ概念そのもの
を拡張しなけれぼならない（あるいはどう拡張すべきか）」という問題意識
であるのに対し，Trickerは「法律で規定されている範囲がアカウンタビリ
ティであり，権利と義務の特定の関係からなっている1⇒「その関係が不明
確なものはディスクP一ジャーである」というものである。したがって必ず
しも権利と義務の関係が明確ではない一般大衆に対する社会的アカウンタビ
リティは実行不可能な概念である。しかしアカウンタビリティの拡張そのも
のを否定しているのではなく，その前提としての権利と義務の特定の関係に
法的な概念を持ち込んでおり，対従業員は現実的なアカウソタビリティの例
とみている。
N．おわりに
　本稿では社会関連報告の基礎の一つである社会的アカウンタビリティにつ
いて，『コーポレート・レポート』，Gray，　R．／Owen，　D．／Maunders，　K．，
Tricker，　RJ．を例に取りながら検討した。最後に社会的アカウンタビリティ
が社会関連報告の基礎として成立するための問題点を指摘する。
　社会的アカウンタビリティの抱える問題点は，伝統的アカウンタビリティ
概念のどの部分の拡張が可能であるかである。社会的アカウンタビリティの
遂行として社会関連会計を位置づける場合．企業の社会的影響力の増大を前
提として，①受託責任そのものを拡大解釈し，委託財産概念を拡張すること
により，委託一受託関係をもとにして企業の果たす広義の保管的役割から社
会関連報告を理解する見解と，②対株主に代表される伝統的アカウソタビリ
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ティの財務的契約から企業と利害関係者との財務的・非財務的契約へと契約
概念を拡張し，そこから生起する免責の手段として社会関連報告を位置づけ
る見解がある。このどちらの場合も伝統的アカウンタビリティが既に法的に
存在しているため，法律規定の制約を十分に受ける。
　しかしながら，社会の側のみならず，企業自身も社会的アカウンタビリ
ティについて，さらにその範囲についてのコンセンサスを形成することがま
すます重要となろう。そこでは同時に強制開示と自主的開示の境界の問題が
含まれる。
　それに対し，企業（経営者）は直接的な株主からの承認のみならず，企業
構成員（利害関係者）の承認を得るために自ら進んで社会関連情報を提供す
る動機を持つとも考えられる。現実の社会関連情報ディスクロージャーを考
察した場合，制度の枠を超えた自主的開示であることに注目すれば，批判に
さらされる前に積極的に環境に対して働きかけ，環境を内部化しようとする
企業の意識の現れとみることができる。企業に対して開示が求められる情報
は質・量ともに拡大してきているが、一方では消費者運動・環境保護運動な
ど外からの圧力・批判が高まった時代を背景とし，企業はその批判的な動き
を敏感に察知し，開示情報に社会関連情報を含めるなど，社会的・経済的コ
ンテクストの変化とともに自主的開示のレベルでは発信する情報の内容を自
ら前もって変化させてきているとみることができる。その意味で「作成者志
向会計」であり，たとえば，機会訴訟コスト削減目的という見方もできよ
う。しかしこれは少なくとも権利と義務を基軸とする社会的アカウンタビリ
ティ概念とは正反対方向の思考である。これは公開性そのものが有する会計
と社会とのかかわり方の問題である。
　企業と各利害関係者との契約関係・受託責任関係，あるいは企業からの積
極的な働きかけの対象がTrickerのいう一般的な関係となり，不明確である
場合，企業に対して社会関連情報開示を強制することは社会関連報告を用い
た社会的統制を意味する。経営者行動に対して間接的にインパクトを与える
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ことは社会関連報告にとって重要な課題となるのであるが（25），しかしなが
ら，極言すれば，この立場は立法府・基準設定者の意図のみが強調されてし
まう危険性を含んでおり，一方的な企業責任の負荷となる。社会関連報告の
将来の展開には制度会計のみならず社会関連会計領域でも，会計レベルで企
業を捉えることに関する議論が必要であり，会計レベルで問われている意味
を改めて考える必要があるのではないかと思われる。
（25）　Dierkes，　M．，“Corporate　Social　Reporting　and　Auditing：　Theory　and　Practice”，　in：
　Hopt，　K．　L，＆　Teubner，　G．　（ed．），　Corporate　Governance　and　Director’s　Liabilities，
　Walter　de　Gruyter，　1985，　p，371，
（本稿は，平成2年度文部省科学研究費補助金（奨励研究A）に基づく研究成果の一部であ
る。）
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